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１．アジア開発銀行 （ADB）の概要

• 本部 フィリピン マニラ

• 設立 1966年

• 加盟国 68カ国・地域（域内国：49、域外国：19）

（原加盟国：31（域内国：19、域外国：12））

• 主な役割

• 職員数 3,548人（うち専門職員1,287人）

(i) 資金と知識の提供、
(ii) より良い政策の促進、
(iii) 地域協力・友好の推進

（うち日本人職員数：149名）



4

２．アジア開発銀行域内メンバー（49ヶ国・地域）
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３．加盟国によるADBへの貢献

• 通常資本財源 (OCR: Ordinary Capital Resources)
（出資シェア/ 投票権シェア）

日本 (15.6%/ 12.8%), 米国 (15.6%/ 12.8%), 中国 (6.4%/ 5.4%), 

インド (6.3%/ 5.3%), 豪州 (5.8%/ 4.9%), インドネシア (5.4%/ 4.6%), 

カナダ (5.2%/ 4.5%), 韓国 (5.0%/ 4.3%), ドイツ (4.3%/ 3.7%)，

その他 (30.4/ 41.7%)

• アジア開発基金 （ADF）（累積拠出シェア）

日本 (38.1%), 米国 (13.8%), 豪州 (7.9%), カナダ (6.0%), 

ドイツ (5.7%), 英国 (5.0%), フランス (4.2%), その他 (19.3%)

• 専門職員数（2019年末：1,287人）

日本 (149), 米国 (143), インド (92), 英国 (81), 豪州 (78), 韓国 (76), 中国
(65), カナダ (56), フィリピン (49), フランス (45), ドイツ (44), パキスタン
(42), インドネシア (30), その他 (337)
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４．ADBの主な業務

• 融資：Regular （一般）OCR（Ordinary Capital Resources: 通常資本財源）及び
Concessional （譲許的）OCRを通じて提供

o 一般OCR：中所得国（一人当たり国民総所得が6,975ドル以下を目安）向けの準市場
金利による融資

o 譲許的OCR：低所得国（一人当たり国民総所得が1,175ドル以下を目安）向けの超長
期・超低利の融資

• グラント：アジア開発基金（ADF: Asian Development Fund）を用い、アフガニ
スタン、タジキスタン、島嶼国等の債務負担能力の低い国に対するプロジェ
クトを実施

• 技術協力：途上国政府の能力構築、プロジェクト準備、各種調査研究を実施
（単位：1億ドル）

* 譲許的融資の評価替え、損失引当金および未償却融資組成費用を除く。

** 払込資本金（72億ドル）及び準備金（累積利益：447億ドル）の合計。準備金については、過去の累積準備金（132億ドル）に加え、2017年初の
ADF貸付業務とOCRの勘定統合に伴うADF資本（307億ドル）の算入が含まれる。）

*** その他の債券を含む。

2019年間契約締結額
（協調融資額を除く）

2019年末
残高

2019年第4四半期
自己資本

OCR （融資） 208.0 1144* 519**

一般（準市場金利） 171.6*** 851

譲許的（超長期・超低利） 36.4 293

ADF （グラント） 8.4 13

技術協力 2.4
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５．ADBの貸付業務の実績①

融資契約締結額 （グラントを含む）の推移
（通常資本財源（OCR）およびアジア開発基金（ADF））

（単位：10億ドル）

（注）融資契約締結（コミットメント）額とは、ADBの理事会あるいは経営陣により承認された上で、借り手（政
府あるいは企業）とADBとの間で法的な取極めが署名された融資の総額を指す。理事会承認額と融資契約締
結額は同一である場合もあれば、為替レート変動により金額が異なる場合もある。
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12.3 11.9 

13.9 13.9 

16.2 

13.3 

19.7 

21.6 21.6 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019*
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国別内訳 セクター別内訳

インド 19%
(16%)

フィリピン
12% (6%)

パキスタン
10% (5%)

中国
10% (12%)

インドネシア
8% (10%)

バングラデシュ
6% (10%)

ウズベキスタン
5% (5%)

ミャンマー
4% (3%)

スリランカ
4% (2%)

その他22%
(30%)

運輸・交通
35% (23%)

行政改革

財政支援14%
(10%)エネルギー

12% (23%)

農業
10% (11%)

金融
10% (9%)

水・都市
6% (10%)

教育
5% (8%)

保健
3% (2%)

産業・貿易
3% (3%)

ICT
3% (0.3%)

５．ADBの貸付業務の実績②

契約締結総額: 
$216.4億

($215.8億)

契約締結総額: 
$216.4億

($215.8億)

2019年の融資締結額の国別、セクター別内訳（金額ベース）
（通常資本財源（OCR）およびアジア開発基金（ADF））

（注）カッコ内は2018年の実績
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国別内訳 セクター別内訳

2019年の融資締結額の国別、セクター別内訳（契約件数ベース）
（通常資本財源（OCR）およびアジア開発基金（ADF））

５．ADBの貸付業務の実績③

インド
10%

(15%)
中国 9%

(9%)

バングラデシュ
6% (5%)

モンゴル
6% (5%)

フィリピン
5% (2%)

パキスタン5%
(3%)

インドネシア
4% (5%)

ウズベキスタン
4% (3%)

ベトナム
4% (4%)

スリランカ
4% (4%)

その他 42%
(46%)

農業
12% (13%)

運輸・交通
17% (20%)

金融
15% (11%)

エネルギー
14% (16%)

水・都市
12% (16%)

行政改革・

財政支援
10% (8%)

教育
8% (6%)

保健
7% (6%)

産業・貿易
4% (2%)

ICT
2% (1%)

総契約件数: 
156件

(164件)

総契約件数: 
156件

(164件)

（注）カッコ内は2018年の実績
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７つの優先課題共通のSDGｓ

１．貧困削減と格差の縮小

７．地域協力・地域統合の推進

２．ジェンダー平等の推進

６．ガバナンスと組織力の強化

３．気候変動への対応、防災、

環境面での持続可能性の向上

６．ADB 戦略2030：７つの優先課題とSDGへの貢献①

４．より暮らしやすい都市づくり

５．農村開発と食料安全保障の促進
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農村開発と食糧

安全保障の促進

ガバナンスと

組織力の強化
地域協力・地域

統合の推進

貧困の削減と格差の縮小 ジェンダー平等の推進 気候変動への対応、防災、環境面
での持続可能性の向上

より暮らしやす
い都市づくり

2030年までに全プロジェクトの75％に
男女平等を推進する要素を盛り込む

• 2030年までに全プロジェクトの75％に気候変動・防災対策を
盛り込む。

• 2019年～2030年までに800億ドルの気候変動対策を実施する

主要なアプローチ

民間部門向け投融資

の拡大
開発資金の触媒・動員 知識・知見の提供

の強化

2024年までにプロジェクト数の3分の1
を民間部門向けとする

民間部門向け投融資1ドルにつき、2.5ドルの協調融資を動員する

ターゲット ターゲット

ターゲット ターゲット

６．ADB 戦略2030：７つの優先課題とSDGへの貢献②
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アジア地域の開発途上国
全体の経済見通し

6.1 6.1 6.2
5.9

5.2

2.2

6.2

6.7 6.6 6.6
6.4

5.7

2.4

6.7

5.4

5.5

6.0

6.0

2.0

3.5

5.0

6.5

8.0

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

アジア途上国全体

NIEsを除くアジア途上国全体

2020年4月時点での見通し

2019年9月時点での見通し

ADO 2020

2019年9月時点での見通し

見通し

前提となる世界経済の見通し

2019 2020

2021
2019年9月

時点
2020年
4月時点

2019年
9月
時点

2020年
4月時点

GDP 成長率 (%)

主要先進国 1.7 1.7 1.4 -0.3 q 1.8

アメリカ 2.3 2.3 1.9 0.4 q 2.1

ユーロ地域 1.0 1.2 p 1.0 -1.0 q 1.6

日本 1.2 0.7 q 0.5 -1.5 q 0.9

原油価格
(一バレル当たり
平均値, $)

65.00 64.03 q 63.00 35.00 q 55.00

p = 上方修正された見通し, q =下方修正された見通し, 
記号無し = 前回時点から変化なし

Source: Asian Development Outlook database. Sources: Bloomberg, Haver Analytics, ADB estimates.

１. アジア地域の開発途上国全体の経済成長見通し

2020年4月
時点での
見通し

※ NIES(Newly Industrializing Economies): 
香港、韓国、シンガポール、台湾

❑ ADBは4月3日にアジア経済見通し（Asian Economic Outlook) 2020を公表。
❑ COVID19のパンデミックの影響で、 アジア途上国全体の2020年の予測成長率は2019年9月時点

の5.5％予測から2.2％へと大幅な下方修正。NIES（香港、韓国、シンガポール、台湾）を除いたア
ジア途上国の2020年成長率も、6.0%の予測から2.4%に下方修正。

❑ 2021年にはV字回復が見込まれる。
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2019 2020 2021 2019 2020 2021

実績 見通し 実績 見通し

東アジア 5.4 2.0 q 6.5 p 南アジア 5.1 4.1 q 6.0 p

香港 -1.2 -3.3 q 3.5 p バングラデシュ 8.2 7.8 q 8.0 p

中国 6.1 2.3 q 7.3 p インド 5.0 4.0 q 6.2 p

韓国 2.0 1.3 q 2.3 p パキスタン 3.3 2.6 q 3.2 p

台湾 2.7 1.8 q 2.5 p

中央アジア 4.9 2.8 q 4.2 p

東南アジア 4.4 1.0 q 4.7 p アゼルバイジャン 2.2 0.5 q 1.5 p

インドネシア 5.0 2.5 q 5.0 p カザフスタン 4.5 1.8 q 3.6 p

マレーシア 4.3 0.5 q 5.5 p

フィリピン 5.9 2.0 q 6.5 p 太平洋 3.8 -0.3 q 2.7 p

シンガポール 0.7 0.2 q 2.0 p フィジー 0.7 -4.9 q 3.0 p

タイ 2.4 -4.8 q 2.5 p パプアニューギニア 4.8 0.8 q 2.8 p

ヴェトナム 7.0 4.8 q 6.8 p

アジア途上国全体 5.2 2.2 q 6.2 p

NIESを除くアジア途
上国全体 5.7 2.4 q 6.7 p

Source: Asian Development Outlook database.

❑ 2020年の成長率は、対外開放的な経済、観光業比重が大きい経済で特に大幅に低下。
❑ 中央アジア諸国のような一次産品や石油の輸出国は、商品価格の下落により大きな影響を受ける

見通し。
❑ 全体的に、2021年にはV字回復する見通し。

２. アジア地域の開発途上国の国別経済成長見通し

p = 上方修正された見通し, q =下方修正された見通し, 記号無し = 前回時点から変化なし
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３. COVID19の世界・アジア経済への影響試算

❑ COVID19のパンデミックによる世界経済への影響は2兆ドルから4.1兆ドル、世界GDPの2.3%から
4.8%相当と試算される。

❑ これらの見通しは、3月半ば時点での世界的な感染拡大の状況、各国の対策や出入国規制の実
施、感染拡大の中国の経済活動への影響についてのデータ等を反映。

❑ ただし、サプライチェーンや送金の寸断、緊急の医療費負担、金融市場の混乱の可能性、そして
教育や経済への長期的な影響といった要素については考慮されていない。

短期間（3か月）の感染拡大防止措置
の実施、比較的小規模な需要減少

長期間（6か月）の感染拡大防止措
置の実施、より大きな需要減少

対GDP比(%) 損失見込み額
（億ドル）

対GDP比(%) 損失見込み額
（億ドル）

全世界 -2.3 20,130 -4.8 40,908

中国 -4.6 6,280 -5.1 6,916

中国を除くアジ
ア地域の途上国

-1.0 933 -2.2 2,001

その他 -2.0 12,916 -5.1 31,991

• 中国からの観光客が3か月に亘り55％減少
• 感染が拡大している国への観光客が3か月に亘り8割減
少

• 国内消費の成長が中国で年5％point、国内感染が拡大
している中国以外の国で2% pointそれぞれ低下

• 投資の伸びが中国で年6.25％ point低下、国内感染が
増加している中国以外の国で2% pointそれぞれ低下

• 中国からの観光客が6か月に亘り55％減少
• 感染が拡大している国への観光客が6か月に亘

り8割減少
• 国内感染が拡大している全ての国々で国内需要

の伸びが年5% point低下
• 国内感染が拡大している全ての国々で投資の伸

びが年6.25% point低下

シナリオの主な前提

※ 国内感染が拡大してい
る国：濠,伯,加,仏,独,西,
伊,日,韓,ノルウェイ,中,
瑞,土,英,米
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４. アジア地域の開発途上国における今後の主要なリスク

１．COVID19の抑制に一旦成功するものの、第二・第三の感染拡大の波に襲
われるリスク

２．もともと脆弱であった医療システムが崩壊、COVID19だけでなく、他の疾
病への対応や医療サービスの提供ができなくなるリスク

３．収入の急激な落ち込み、支出の拡大により家計、企業、そして政府が債
務超過に陥り、これが金融危機へと発展するリスク

４．低所得者層、脆弱層への支援が充分に行き渡らず、社会不安が発生す
るリスク

５．感染拡大の抑制には成功するものの、国境を越えた人・モノ・サービス・
資金・情報の移動や国際協力が阻害され、長期的な成長や開発のポテン
シャルが損なわれるリスク

各国政府の政策対応及び国際機関の支援策において、上記リスクに
十分に留意した事前策をデザイン・実施する必要
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政府向け
支援：

180億ドル

民間企業
向け支援：

20億ドル

1. グラント及び技術協力（約1.7億ドル）

2. 景気対策財政支援プログラムローン
（CPRO：COVID-19 Pandemic Response 

Option 約130億ドル）

4. 貿易金融プログラム（約8億ドル）、
サプライチェーン金融プログラム（約2億ド
ル）、マイクロファインス支援等（約1億
ドル）

200億ドル緊急支援パッケージの概要 顧客ニーズ

3. 既存のプロジェクト融資、政策連動融資、
緊急支援融資等（約50億ドル）

医療器具（人工呼吸器、試験キット、
マスク等）の緊急調達、
感染拡大抑制策や景気対策に係る政策
アドバイス等

迅速かつ低コストでの資金調達を通じ
た財政支出の拡大による：
(i) 医療提供体制の拡充
(ii) 低所得者層向けの現金・生活必需品
の給付、金融セクター向け支援、中小
企業向け支援等の経済対策の実施

当座の運転資金の確保、
国内外のサプライチェーンの確保、雇
用の維持等

１. ADBのCOVID19対応 緊急支援パッケージ

❑ ADBは4月13日、COVID-19のパンデミックへの支援について、3月18に公表した65億ド
ルの初期対応を3倍に拡大した200億ドルの支援パッケージとともに、より迅速かつ柔軟
な支援提供を可能とする業務の合理化措置を承認。
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❑ 200億ドルの支援パッケージの柱として、新たにCOVID-19 Pandemic Response Option 
(CPRO)を景気対策支援ファシリティー（Counter Cyclical Support Facility）のもとに設置。

２. COVID19対応に係る新たな融資オプション

対象国

❑ ADB加盟の全ての開発途上国
※ 従来の「景気対策支援ファシリティ」は所得及び信用

力の低い途上国（Group-A）は対象外
※ ADB支援からの卒業国・地域は対象外

基準

❑ 以下の条件が満たされれば直ちに所要額
を借り手国に融資可能。
※ 従来の「政策連動融資（Policy-based loan）」は、借り

手国のマクロ経済の運営等に何らかの改善を要すること
を前提とし、適切な改革政策の策定・実行が融資の条件
となっている。

✓ 足元の危機は、当該国内で大規模かつ
COVID19感染拡大という外生的要因が引
き起こしたものか？

✓ COVID19対策を含めた財政拡大措置が実
施されているか？

✓ 特に脆弱層・貧困層・女性に的を絞った経
済・社会への悪影響緩和のための対策が
実施されているか？

✓ 危機発生以前に健全なマクロ経済運営が
展開されていたか？

✓ CPRO提供後も、債務の持続可能性が確
保されるか？

✓ IMFとの連携は十分か？

融資条件

❑ 従来の「景気対策支援ファシリティ」より
も低利・長期の条件で提供

❑ 借り手国の所得・信用力（債務持続可
能性）に応じて、融資条件を変更

※債務持続可能性の低い国、低所得国に対してはグ
ラントあるいは長期・低利融資を提供

❑ 借り手国の経済規模、所得・信用力に
応じて上限額を設定

❑ COVID19の感染拡大防止策（ロックダウン等）が経済・社会に与える影響を緩和するた
めに途上国政府が実施する財政出動を支援。
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３. ADBによる支援提供に当たっての原則

他機関との協働

❑ 世銀、地域開発金融機関及び各国の開発援助機関（JICA、KFW、AFD等）との協調融資
※ AIIBは世銀・ADBとの協調融資に限り、50億ドルを上限に期間限定で財政支援融資を提供する旨決定。

❑ IMFとの緊密な連携による借り手国の債務持続可能性、健全なマクロ経済政策運営の確保
❑ WHO等国連専門機関との協働ポリシーアドバイスや物品調達の実施
❑ 各国からのグラント支援の受入れ（韓国：200万ドル、中国：200万ドル、日本1億5千万ドル）

スピード・柔軟性

❑ プロジェクト承認に係る内部プロセスの短縮化
❑ COVID19対応に限り、資機材の調達先を非メンバー国にも拡大

脆弱層への注力

❑ 政府による貧困層、脆弱層に的を絞った現金・生活必需品給付策を支援
❑ 医療部門、サービス部門（観光業等）等で働く女性、女性が経営する中小零細企業に的を

絞った対策を支援

段階的アプローチ

❑ ①医療機器等の緊急調達を支援するグラント→②景気対策実施のための財政支援融資
→③危機後の力強い回復を支える構造改革・制度改革を促進する政策連動融資、医療提
供体制を含むインフラ支援のためのプロジェクト融資を段階的に提供
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月日 内容

2月7日 中国を含むメコン川流域地域諸国への200万ドルの技術支援グラントの提供

2月25日 中国武漢の医療機器関連物流企業 Jointownへの1,860万ドル融資の承認

3月6日 COVID19のアジア発展途上国への影響試算の第一弾を公表

3月18日 65億ドルの初期支援パッケージを公表

4月3日
アジア経済見通し2020の公表
COVID19のアジア発展途上国への影響試算の改訂版を公表

4月13日 200億ドルの拡大支援パッケージの公表

景気対策財政支援プログラムローンの承認（CPRO：COVID-19 Pandemic Response Option)

4月23日 インドネシア (15億ドル 通常融資)

4月23日 フィリピン (15億ドル 通常融資)

4月28日 インド (15億ドル 通常融資)

5月4日 ブータン (2,000万ドル 譲許的融資）

5月4日 キルギスタン（5,000万ドル 譲許的融資及びグラント）

5月7日 バングラデシュ (5億ドル 通常融資及び譲許的融資)

４. ADBによるこれまでの主なCOVID19対応



End SlideThank you.
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参考資料

1. アジア開発銀行組織図

2. アジア開発銀行のセクター別・テーマ別グループ

3. アジア開発銀行「戦略2030」の概要
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アジア開発銀行組織図（2020年4月現在*）

総務会
（68カ国地域の大臣クラス）

理事会
12名（注1）

総裁
浅川雅嗣（日）

独立評価局
テイラー（加）

監査審査部
ゴズン（比）

職務行動規範部
アダム（仏）

腐敗防止・公正管理部
ヴァーサンヴォート（蘭）

監査部
オン（馬）

オンブズパーソン部
ブレア（米）

戦略政策・パートナーシップ局

木村 知之（日）

－欧州代表事務所

－駐日代表事務所
－北米代表事務所

特別案件促進部
エヴァンス（米）

広報局
タン（比）

副総裁（域内国）
（南アジア・中央西アジア）

チェン（中）

副総裁（米国）
（東アジア、東南アジア、太平洋地域）

サイード（米）

副総裁（域内国）
（知識管理・持続的開発）

スサントノ（尼）

副総裁（欧州）
（財務リスク管理）

ウィーズ（蘭）

副総裁（域内国）
（業務運営）

ストークス（豪）

南アジア局（注2）

横山 謙一（日）

中央・西アジア局（注２）

リーパック（独）
東アジア局（注2）

リンチ（米）

東南アジア局（注2）

スブラマニアン（印）

太平洋局（注2）

グテレス（比）

会計局
キム（米）

財務局
ぺテガン（ﾍﾞﾙｷﾞｰ）

リスク管理部
空席

持続的開発・気候変動局

ウム（韓）

経済調査・地域協力局

澤田 康幸（日）

情報技術局

ハミッド（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

官房
ジューコフ(ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ)

予算・人事・経営システム局

高村 泰夫（日）

総務部
メノン（印）

調達・ポートフォリオ・財務管理局

テン（中）

官民連携部
森下 洋司（日）

民間部門業務局
バロー（英）

（注１）現在の12名の理事の出身国は、日、米、加、独、仏、豪、中、韓、尼、印、泰、フィリピン。
（注２）各地域局の下、40の国に40の現地事務所がある。

*就任日ではなく人事発令日に基づく

副総裁
（民間部門業務・民間連携）

グプタ（印）

ADB研究所
園部 哲史（日）

法務部
空席
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セクター別・テーマ別グループ

* セクター・テーマに横断的なグループとしてのDigital Technology Unit

セクター別グループ テーマ別グループ

• 教育

• エネルギー

• 金融

• 保健・医療

• 運輸・交通

• 都市

• 水

• 気候変動・災害リスク管理

• 環境

• ジェンダー・エクイティ

• ガバナンス

• 官民連携

• 地域協力・統合

• 農村開発・食料安全保障（農
業）

• 社会開発
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ADB 戦略2030：アジア太平洋地域の
新たなニーズに対応

ADBのビジョン
絶対的貧困の撲滅に向けた努力を継続し

つつ、豊かで(Prosperous)、包容力があり
(Inclusive) 、災害等のショックに強靭で
(Resilient)、持続可能な(Sustainable)アジア・
太平洋地域を実現する

ADBが提供する付加価値
• 資金
• 知識
• パートナーシップ

ADBが拠って立つ原則
• 途上国の状況に即した支援
• 革新的技術の積極的な活用
• 多様な専門性を統合して総合的な解決策

を提供
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• 気候変動への対応、異常気象・災害への強靭性の構築、環境面の持続
可能性の向上

- 「戦略2030」に盛り込まれた7つの業務課題の一つ。
- 温室効果ガスの削減、異常気象・災害への強靭性構築、環境面の持続可能

性確保、「水－食料－エネルギー安全保障」の結び付き等に注力

• 2030年までに気候変動の緩和・適用対策をさらに拡大
- 2030年までに、ADBの年間融資契約締結件数の少なくとも75％（3年移動

平均ベース）を気候変動対策へ
- 2019年から2030年までの間に、総計800億ドルをADB独自財源から気候変

動対策に投資
- 2015年、気候変動関連の年間融資額を2020年までに2014年の30億ドルから

60億ドルに倍増させる目標を設定。2019年、年間融資額は63億ドル（緩
和：49億ドル、適応：14億ドル）に達し、1年前倒しで目標を達成

- 他の国際開発金融機関と協力し、パリ協定に沿った業務フレームワークを
構築

• 途上国における低炭素、気候変動耐性のある成長を支援
- 「気候変動対策枠組み2030（Climate Change Operational Framework 

2030）」に基づき強靭性向上と気候変動対策を強化
- 「NDC-Advance」により各途上国が自主的に決定する貢献（National 

Determined Contributions, NDCs）の気候変動投資への‘反映を技術協力を
通して支援

ADB 戦略2030：気候変動対策に係る目標
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• ジェンダー平等に向けた取組みの更なる推進

- 「戦略2030」に盛り込まれた7つの優先課題の一つ。

- 5つの焦点：①女性の経済的エンパワーメント、②人間開発（保健・教育等）に
おけるジェンダー平等、③意思決定とリーダーシップにおけるジェンダー平等、
④女性の可処分時間不足への対応、⑤女性の外部ショック（災害、金融危機等）
への耐久力向上

• 2030年までにジェンダー対策をさらに拡大

- 2030年までに、ソブリンおよびノンソブリンの年間融資契約締結件数の少なくと
も75％（3年移動平均ベース）をジェンダー平等推進対策へ（2017年：65％）

（注）従来目標：2020年までにADBプロジェクトの50％（ソブリンのみ）を女性のエンパワー
メントもしくはジェンダー主流化へ

• ADBの組織運営におけるジェンダー平等の推進

- ADB全職員に占める女性比率: 58.9％（専門職員に占める女性比率: 36.7％）

- 局長クラスに占める女性比率: 32％（25名中8名）

- 組織内ジェンダー平等のための「17のアクション」（2016年11月）

- 目標：専門職員に占める女性比率を2022年までに40％まで拡大

ADB 戦略2030：アジア太平洋地域における
ジェンダー平等に向けた支援の拡大
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• 強固な財務基盤の確保：
✓ 内部管理経費の合理化等、様々な手段を通じた資本基盤の強化

• 人材の育成、職場環境の改善：
✓ スタッフの異動の促進、女性の活用、多様性確保、各種ハラスメン

ト対応、業績管理システムの改善等

• 国レベルでの強固な体制の維持：
✓ 脆弱国・紛争後国、小規模島嶼国における体制の強化

• 支援メニューの改善：
✓ 政策支援型融資(Policy Based Loan)、成果連動型融資(Results Based 

Lending)、信用補完、現地通貨建て融資等、多様な支援ツールをより
効果的に活用

• 業務プロセスの改善と効率化：
✓ 貸付・グラント・技術協力等の準備や管理に要する時間を、プロ

ジェクトの質や資金管理の厳格さを損なうことなく短縮

• IT技術を活用した変革の推進：
✓ ITシステムの更改と、データ・マネジメントの改善

ADB 戦略2030:  ADBを「より強く、より良く、より迅速に」


